
１　総括
　（１）人件費の状況（普通会計決算）

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　　２　職員数は、平成24年4月1日現在の人数です。

　（３）特記事項

なし

　（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準
　　　　　を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
　　　　　したものである。
　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合
　　　　　の値である。

白馬村の給与・定員管理等について

　給与・定員管理等の公表は、「「地方公共団体における職員給与等の公表について」の一部改正について」（平
成25年3月29日付　総務省自治行政局公務員部長通知）の様式記載要領などに準じて掲載しているものです。
　また、記載されていない項目については、随時更新していきます。
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　（５）給与改定の状況 ※白馬村には人事委員会がありませんので、勧告はありません。

①月例給

（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した
　　　給与月額である。

①特別給

（注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」
　　　期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

２　一般行政職給料表の状況（平成24年4月1日現在）

区　分 　　民間給与
　　　　　　　　Ａ
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　支給月数　Ｂ
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
　（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日現在）
　　◎一般行政職

（注）１　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における職員の基本給の平均額です。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われている扶養手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに
　　　　されているものです。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊
　　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算した
　　　　ものです。
　　 ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与
　　　　改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

　（２）職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在)

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

　（３）職員の経験年数・学歴別平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

４　一般行政職の級別職員数等の状況（平成24年4月1日現在）

（注）１　白馬村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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（注）　平成19年に8級制から6級制に変更となりました。（旧給料表の1級及び2級、4級及び5級をそれ
　　　ぞれ統合しています。）

５　職員の手当の状況
　（１）期末手当・勤勉手当

（注）当村における支給割合の（　　）内は、課長職の支給割合です。

　（２）退職手当（平成24年4月1日現在）

（注）退職手当の1人あたり平均支給額は、平成23年度に退職した職員に支給された平均額です。

白馬村 国
〔支給率〕　　　　自己都合　　　　勧奨・定年
勤続20年　　　　23.50月分　　　　30.55月分
勤続25年　　　　33.50月分　　　　41.34月分
勤続35年　　　　47.50月分　　　　59.28月分
最高限度額　　 59.28月分　　　　59.28月分

〔その他の加算措置〕
　定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

〔1人あたり平均支給額〕　　　26,275千円

〔支給率〕　　　　自己都合　　　　勧奨・定年
勤続20年　　　　23.50月分　　　　30.55月分
勤続25年　　　　33.50月分　　　　41.34月分
勤続35年　　　　47.50月分　　　　59.28月分
最高限度額　　 59.28月分　　　　59.28月分

〔その他の加算措置〕
　定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

白馬村 長野県 国

1人あたりの平均支給額（平成23年度)
1,376千円

1人あたりの平均支給額（平成23年度)
1,595千円

（平成23年度支給割合)
　　 期末手当　　　　　勤勉手当
 2.6月分(2.2月分)　1.35月分(1.75月分)

（加算措置の状況）
職務の級による加算措置
・役職加算　5～15％

(平成23年度支給割合)
　　　期末手当　　　　　勤勉手当
　　　　2.6月分　　　　　　1.35月分

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級による加
算措置
・役職加算　5～20％
・管理職加算　15～25％

-

(平成23年度支給割合)
　　　期末手当　　　　　勤勉手当
　　　　2.6月分　　　　　 1.35月分

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級による
加算措置
・役職加算　5～20％
・管理職加算　10～25％

1級 13.8% 1級,13.6% 1級 1.7%

2級 3.4% 2級 3.4%

2級 3.4%

3級 44.9% 3級 47.5%
3級 61.0%

4級 22.4% 4級 18.6% 4級 18.6%

5級 13.8% 5級 16.9% 5級 15.3%

6級 1.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

H24の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比



　（３）特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

　（４）時間外勤務手当

（注）休日勤務手当及び夜間勤務手当を含みます。

　（５）その他の手当（平成24年4月1日現在）

同

区分 平成22年度

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

-

-

-

4種類

支給実績（平成23年度）

支給職員1人あたり平均支給年額（平成23年度）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度）

手当の種類

左記の職員に対する支
給単価

伝染病防疫手当

危険作業手当

行旅病人及び行旅
死亡人取扱手当

野犬捕獲手当

伝染病防疫に従事する職員

塩素減菌作業に従事する職員
塵芥、廃棄物処理に従事する職員
行旅病人取扱に従事する職員
行旅死亡取扱に従事する職員

野犬捕獲に従事する職員

伝染病の防疫

塩素減菌作業
塵芥、廃棄物処理
行旅病人の取扱
行旅死亡人の取扱

野犬の捕獲

12,067,293円

支給実績
（平成23年度）

15,098,519円

188,731円

19,583,822円

238,827円

1回　1,000円

1回　1,000円
1回　1,000円
1件　1,000円
1件　3,000円

1回　500円

平成23年度

満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの

子1人につき

13,000円

11,000円

6,500円

5,000円

扶養親族のある職員に支給

同

国の制度との異動
と異なる内容

扶養手当

住居手当 1,708,500円 244,071円
借家
　家賃に応じて支給　上限27,000円

支給職員1人当た
り平均支給年額
（平成23年度）

手当名 内容及び支給単価

256,750円

職員1人あたり平均支給年額

支給実績

配偶者

配偶者のない扶養親族
1人目

配偶者以外の扶養親
族1人につき



※平成24年度から定額制に改正

総務課長 42,000円

扶養あり

扶養なし

その他の職員

17,800円

10,200円

7,360円 同

下記区分により11月から翌年3月まで
の間月額支給

世帯主

27,255円宿日直手当

管理職が休日等に勤務した場合に支給

課長

―

五種

12,000円

10,000円

8,500円

7,000円

6,000円

管理職員
特別勤務

手当
―

総務課長補佐兼総務係長

1回6,000円

1回4,000円

（6時間以上勤務した場合　150/100）

一種

管理職手当

31,200円

左記各区分につい
て▲300円

同

18,800円

21,200円

22,100円

23,000円

23,900円

一種
117,500円-139,300円

通勤手当 2,526,300円 47,666円

2Km未満

2Km以上5Km未満

5Km以上10Km未満

10Km以上15Km未満

15Km以上20Km未満

20Km以上25Km未満

25Km以上30Km未満

30Km以上35Km未満

35Km以上40Km未満

40Km以上45Km未満

45Km以上50Km未満

50Km以上55Km未満

55Km以上60Km未満

60Km以上

一般の宿日直
1回4,200円（5時間未満は2,100円）

同 2,180,400円

交通機関等の利用者
　　運賃等相当額が55,000円以下に
ついては運賃相当額

　自動車、自転車等使用者
　　通勤距離に応じて支給

3,880,746円
三種
72,700円-82,200円

四種
55,500円-66,400円

五種
46,300円-51,900円

352,795円

二種
88,500円-104,200円

二種

三種

四種

5,036,410円 61,419円

総務課長以外の課長

総務課長補佐兼総務係長

2,300円

4,400円

6,800円

9,200円

11,600円

14,000円

16,400円

24,800円

寒冷地手当

36,200円

不支給



６　特別職の報酬等の状況（平成24年4月1日現在）

（注）１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額です。
　　　２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた
　　　　場合における退職手当の見込額です。

〔算定方式〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔1期の手当額〕　〔支給時期〕
　給料月額(800,000円）×在職月数×0.44　　16,896千円　　　任期毎

　給料月額(658,000円）×在職月数×0.26　　  8,212千円　　　任期毎

通勤手当、寒冷地手当
　　支給率、支給額は一般職と同様です

期
末
手
当

村　長

副村長

退
職
手
当

村　長

副村長

そ
の
他
手
当

議　長
副議長
議　員

〔平成23年度支給割合〕
　6月期　　1.4月分
12月期　　1.55月分

副村長 579,000円（658,000円）

村　長

副村長

議　長

副議長

議　員

〔平成23年度支給割合〕
　6月期　　1.4月分
12月期　　1.55月分

600,000円（800,000円）
給
料

村　長

最高　320,000円/最低　164,900円

最高　300,000円/最低　145,500円

279,000円（304,000円）

220,000円（240,000円）

198,000円（216,000円）

給　　　料　　　月　　　額　　　等
（参考）類似団体における最高/最低額

最高　850,000円/最低　355,000円

最高　675,000円/最低　304,500円

最高　360,000円/最低　205,000円

報
酬

区分



７　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　〔　　〕内は、条例定数の合計です。

合計
〔115〕 〔115〕

住民総合案内窓口への職員の配置による増

職員派遣による増

農政業務の減

職員派遣を解いたことによる減

職員派遣による増

職員派遣を解いたことによる減

9

4

1

16

10

7

88

▲ 1

0

2

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

議会

総務

税務

農林水産

商工

土木

民生

衛生

計

教育

0

1

1

▲ 1

088

2

7

4

5

72

9

0

1

▲ 1

0

0

0

0

0

0

（平成24年4月1日現在）
対前年
増減数

主な増減理由
職員数

5

公営
企業
等会
計部
門

水道

下水道

その他

2

15

9

8

小計

小計

9

4

1

2

7

　　　　　　　区分
部門

5

21

7

22

6

72

9

平成24年 平成23年



（２）年齢別職員構成の状況（平成24年4月1日現在）

（３）職員数の推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

▲4（▲4.3%）

26歳
～

30歳

31歳
～

35歳

36歳
～

40歳

41歳
～

45歳

46歳
～

50歳

51歳
～

55歳

56歳
以上

職員数

区分

▲3（▲3.6%）

8 7 8 8 7 7 ▲1（▲12.5%）

計

0 8 7 5 15 13 15 15 10 88

20歳
未満

21歳
～

25歳

87 89 88 88

（単位：人・％）

普通会計計

公営企業会計等計

総合計

19年 20年 21年 22年 23年 24年
過去5年間の
増減数（率）

84 81 79 81 81 81

92 88

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H19

H24

年齢別職員構成比

年齢

構成比(%)

年
部門



８　公営企業職員の状況
　◎水道事業
（１）職員給与費の状況
　①決算

（注）職員給与費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　②特記事項
　　　　　　　　　　　なし

（２）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日現在）

（注）１　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における職員の基本給の平均額です。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われている扶養手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　などの諸手当の額を合計したものです。

（３）職員の手当の状況
　①期末手当・勤勉手当

　②退職手当（平成24年4月1日現在）
企業職 一般行政職

〔支給率〕　　　　自己都合　　　　勧奨・定年
勤続20年　　　　23.50月分　　　　30.55月分
勤続25年　　　　33.50月分　　　　41.34月分
勤続35年　　　　47.50月分　　　　59.28月分
最高限度額　　 59.28月分　　　　59.28月分

〔その他の加算措置〕
　定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

〔支給率〕　　　　自己都合　　　　勧奨・定年
勤続20年　　　　23.50月分　　　　30.55月分
勤続25年　　　　33.50月分　　　　41.34月分
勤続35年　　　　47.50月分　　　　59.28月分
最高限度額　　 59.28月分　　　　59.28月分

〔その他の加算措置〕
　定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

区分

H23年度

総費用
　　　　　　　　　A

純損益又は実質収
支

職員給与費
　　　　　　　　　B

総費用に占める
職員給与費比率
　　　　　　　　B/A

（参考）
H22年度の総費用
に占める職員給

与費比率

260,563千円 16,091千円 31,688千円 12.2% 10.8%

企業職 一般職

〔平成23年度支給割合〕
　　　　　期末手当　　勤勉手当
6月期　　1.225月分　0.675月分
12月期　 1.375月分　0.675月分
計　　　　2.6月分　　1.35月分

区分
職員数
　　　A

給与費 １人あたりの
給与費　B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B

人 千円 千円 千円 千円 千円

〔加算措置の状況〕
職務の級による加算措置

・役職加算　　5～15％

〔加算措置の状況〕
職務の級による加算措置

・役職加算　　5～15％

H23年度 4 16,971 2,796 6,205 25,972 6,493

〔1人当たりの平均支給額(平成23年度)〕
1,551千円

〔1人当たりの平均支給額(平成23年度)〕
1,376千円

〔平成23年度支給割合〕
　　　　　期末手当　　勤勉手当
6月期　　1.225月分　0.675月分
12月期　 1.375月分　0.675月分
計　　　　2.6月分　　1.35月分

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

白馬村 41歳6月 305,625円 332,677円



　③特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

　④時間外勤務手当

（注）休日勤務手当及び夜間勤務手当を含みます。

　⑤その他の手当（平成24年4月1日現在）

（注）手当の支給に関する内容及び支給単価、国の制度との異動と異なる内容は、一般行政職と同様です。

－

－

79,500円

宿日直手当

管理職員特別
勤務手当

寒冷地手当

1,246,000円

－

82,800円

－

－

－

318,000円

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

415,333円

－

27,600円

－

手当名
支給実績

（平成23年度）

支給職員1人当たり平
均支給年額

（平成23年度）

危険作業手当
塩素減菌作業に従事する職員
塵芥、廃棄物処理に従事する職員

塩素減菌作業
塵芥、廃棄物処理

区分 平成23年度

支給実績 813,443円

職員1人あたり平均支給年額 203,360円

平成22年度

725,043円

170,598円

1回　1,000円
1回　1,000円

行旅病人及び行旅
死亡人取扱手当

行旅病人取扱に従事する職員
行旅死亡取扱に従事する職員

行旅病人の取扱
行旅死亡人の取扱

1件　1,000円
1件　3,000円

野犬捕獲手当 野犬捕獲に従事する職員 野犬の捕獲 1回　500円

手当の種類 4種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記の職員に対する支

給単価

伝染病防疫手当 伝染病防疫に従事する職員 伝染病の防疫 1回　1,000円

支給実績（平成23年度） -

支給職員1人あたり平均支給年額（平成23年度） -

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度） -



 

 

８．職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）健康診断などの実施状況（平成２４年度） 

健康診断受診者数 

（10 月４・５日実施） 
人間ドック受診者数 

112 人 

※ 臨時職員等含む 
31 人 

 

（２）福利厚生事業 

     地方公務員法第４２条に基づく職員の保健、元気回復その他厚生事業に関す 

る事項を実施するため、福利厚生のための団体「白馬村職員互助会」を条例に

基づき設置し独自事業を実施するとともに、「長野県市町村職員互助会」への

事業委託により福利厚生事業を実施しています。 

     村職員（81 人）は互助会会費として給料月額の 1,000 分の 4.8 に相当する

額（平成 24 年度 1,725 千円）を納め、村からは互助会負担金として給料月額

の 1,000 分の 2.3 に相当する額等（平成 24 年度 827 千円）を負担しています。 

     ※ 上記会費の内給料月額の 1,000 分の 2.8（平成 24 年度 1,007 千円）を個人会費

として、また上記負担金の内給料月額の 1,000 分の 2.3（平成 24 年度 827 千円）

を負担金として長野県市町村職員互助会に納めています。 

     ※ 互助会には白馬村社会福祉協議会及び白馬山麓環境施設組合職員も加入してお

り、上記の会費・負担金からは省いて計上してあります。 
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